
流　　動　　資　　産 1,304,451,636 流　　動　　負　　債 144,415,658

現 金 預 金 1,185,811,573 3,762,603

売 掛 金 86,558 810,480

商 品 20,210,817 54,231,430

貯 蔵 品 1,972,911 20,778,380

未 収 入 金 91,549,183 22,993,800

前 払 費 用 4,820,594 4,645,800

27,036,918

1,169,096

8,987,151

固　　定　　資　　産 2,133,810,054 固　　定　　負　　債 569,081,785

（ 有形固定資産） （ 1,906,520,052 ） 325,387,000

建 物 1,548,437,059 1,350,800

建 物 附 属 設 備 207,062,542 16,573,000

構 築 物 404,248 219,373,671

機 械 装 置 358,203 6,397,314

工 具 器 具 備 品 148,293,200

リ ー ス 資 産 1,964,800 713,497,443

（ 無 形 固 定 資 産 ） （ 14,077,102 ）

ソ フ ト ウ エ ア 13,220,302 株　　主　　資　　本　　 2,717,779,243

電 話 加 入 権 856,800 490,000,000

（ 投資その他の資産） （ 213,212,900 ） 510,000,000

投 資 有 価 証 券 212,912,900 510,000,000

保 証 金 300,000 1,717,779,243

1,717,779,243

別 途 積 立 金 1,625,000,000

固定資産圧縮積立金 24,682,789

固定資産圧縮特別勘定積立 7,758,296

繰越利益剰余金 60,338,158

評価 ・ 換算差額等 6,985,004

6,985,004

2,724,764,247

3,438,261,690 3,438,261,690

未 払 金

未 払 法 人 税 等

前 受 収 益

科　　　　目

繰 延 税 金 負 債

資 本 剰 余 金

資　産　の　部　合　計 負債・純資産の部合計

その他利益剰余金

純 資 産 の 部 合 計

リ ー ス 債 務

退職給 付引 当金

利 益 剰 余 金

そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

資 本 準 備 金

資 本 金

純　　資　　産　　の　　部

未 払 費 用

敷 金

長 期 借 入 金

賞 与 引 当 金

預 り 金

リ ー ス 債 務

未 払 消 費 税 等

負　債　の　部　合　計

貸借対照表
令和４年３月３１日現在

買 掛 金

資　　　　産　　　　の　　　　部 負　　　　債　　　　の　　　　部

金　　　　額 金　　　　額科　　　　目

（単位：円）
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543,237,936

12,012,668

531,225,268

518,058,902

13,166,366

28,361,925

330,600

0

28,031,325

1,805

1,805

41,526,486

34,771,300

34,771,300

5,790,687

5,790,687

70,507,099

19,087,028

△ 1,291,506 17,795,522

52,711,577当 期 純 利 益

雑 損 失

法人税、住民税及び事業税

科　　　　　　　　　目

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損

受 取 配 当 金

特 別 利 益

営 業 外 費 用

法 人 税 等 調 整 額

雑 収 入

経 常 利 益

税引前当期純利益

補 助 金

損益計算書

受 取 利 息

売 上 高

売 上 原 価

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

金　　　　　　　　　額

営 業 外 収 益

自　令和３年４月１日　　　　至　令和４年３月３１日

売 上 総 利 益

（単位：円）

営 業 利 益
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（単位：円）

490,000,000 510,000,000 510,000,000          - 1,675,000,000 21,215,821 0 △ 31,148,155 1,665,067,666 2,665,067,666 6,744,013 6,744,013 2,671,811,679

　　資本金から
　　準備金への振替

- - -

    別途積立金の
    積立

- - -

    別途積立金の
    取崩

△ 50,000,000 50,000,000 - - -

 　固定資産圧縮
 　積立金の積立

8,560,409 △ 8,560,409 - - -

 　固定資産圧縮
 　積立金の取崩

△ 5,093,441 5,093,441 - - -

　 圧縮特別勘定
   積立金の積立

7,758,296 △ 7,758,296 - - -

　 圧縮特別勘定
   積立金の取崩

- - -

   当期純利益 52,711,577 52,711,577 52,711,577 52,711,577

　　株主資本以外の
　　項目の
　　当期変動額
　　(純額)

240,991 240,991 240,991

当期変動額合計 △ 50,000,000 3,466,968 7,758,296 91,486,313 52,711,577 52,711,577 240,991 240,991 52,952,568

490,000,000 510,000,000 510,000,000          - 1,625,000,000 24,682,789 7,758,296 60,338,158 1,717,779,243 2,717,779,243 6,985,004 6,985,004 2,724,764,247

繰越利益
剰 余 金

当期首残高

当
期
変
動
額

当期末残高

その他
有価証券

評価差額金

評価・換算
差額等合計

資本準備金
資本剰余金
合         計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合         計

別途積立金
固定資産

圧縮積立金
固定資産

圧縮特別勘定積立金

株主資本等変動計算書
自　令和3年４月１日　   至　令和4年３月３１日

株  主  資  本 評価・換算差額等

純資産
合　　計

資 本 金

資本剰余金 利  益  剰  余  金

株主資本
合      計

 3
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個 別 注 記 表 
 

１． 重要な会計方針に係る事項 

（１）この計算書類は『中小企業の会計に関する指針』によって作成されております。 

 

（２）資産の評価基準および評価方法 

  ① 有価証券 

・満期保有目的債券・・ 償却原価法を採用しております。 

・その他有価証券   

時価のあるもの・・・ 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）を採用しております。 

② たな卸資産 

商品の評価基準および評価方法は、最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）によっております。 

 

（３）固定資産の減価償却の方法 

  ① 有形固定資産 ・・・定率法 (リース資産を除く) 

              ただし、平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建物並びに

平成 28 年 4 月 1 日以降に取得した建物附属設備及び構

築物については、定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。  

・建物     10～38 年  

・建物附属設備  8～18 年  

・機械装置      7～12 年 

② 無形固定資産 ・・・定額法 

              ただし、自社利用のソフトウェア（自社利用）について

は、社内における見込利用可能期間（5 年）に基づく定

額法を採用しております。 

  ③ リース資産  ・・・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資

産については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法を採用しております。 
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（４）引当金の計上基準 

① 賞 与 引 当 金   従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち  

当期に対応する見積額を計上しております。 

 ② 退職給付引当金   従業員の退職金の支払いに備えるため、当期末におけ  

る退職給付債務の見込額に基づき、当期末に発生してい

ると認められる額を計上しております。 

 

（５）収益及び費用の計上基準 

   賃貸料又は広告料ならびに商品の販売に係る収益は、主に役務の履行もしくは商 

品の販売であり、顧客との賃貸借契約等に基づいて役務の履行もしくは商品を引き 

渡す履行義務を負っております。当該履行義務は、役務の履行もしくは商品を引き 

渡す一時点において、顧客が当該役務もしくは商品に対する支配を獲得して充足さ 

れると判断し、役務の履行時点もしくは商品の引渡時点で収益を認識しております。 

 当社が代理人として商品の販売に関与している場合には、純額で収益を認識して 

おります。 

 

（６）消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

 


